
ＪＥＳＣ

３３３３５５５５ｋｋｋｋＶＶＶＶ以以以以下下下下のののの特特特特別別別別高高高高圧圧圧圧電電電電線線線線路路路路のののの臨臨臨臨時時時時施施施施設設設設

ＪＥＳＣ Ｅ２００８ （１９９９）

平成１１年５月２６日 制定

日本電気技術規格委員会



目 次

１「35kV以下の特別高圧電線路の臨時施設 （JESC E2008）」

引用規格（参考） ２

３解 説

１．制定経緯 ３

２．制定根拠 ３

３．規格の説明 ３



日本電気技術規格委員会規格

「35kV以下の特別高圧電線路の臨時施設」
ＪＥＳＣ Ｅ２００８（１９９９）

１．適用範囲
この規格は，35kV以下の特別高圧電線路を臨時電線路として施設する場合について

規定 する。

２．引用規格
次に掲げる規格は，この規格(JESC)に引用されることによって，この規格(JESC)の

一部を構成する。これらの引用規格は，その記号，番号，制定（改訂）年及び引用内
容を明示して行うものとする。
日本電気協会電気技術規程

〔1999 〕「JEAC 7011－1994 22(33)kV配電規程 年一部改訂」

３．技術的規定
3.1 35kV以下の特別高圧架空電線路の臨時施設
35kV以下の特別高圧架空電線路を臨時電線路として施設する場合は 「JEAC 7011-，

1994 22(33)kV配電規程 年一部改訂 の第545節－1「架空電線路の臨時施設」」〔1999 〕
の規定によること。

3.2 35kV以下の特別高圧地上電線路の臨時施設
35kV以下の特別高圧地上電線路を臨時電線路として施設する場合は 「JEAC 7011-，

1994 22(33)kV配電規程 年一部改訂 の第545節-２「地上電線路の臨時施設」」〔1999 〕
の規定によること。



【引用規格（参考 】）

「ＪＥＡＣ 7011－1994 22(33)kV配電規程 年一部改訂 の内容」〔1999 〕

第100節 一般事項
100-2 適用範囲
１．この規程の適用範囲
この規程は，次の電気工作物に適用する （以下，この規程の適用を受ける35k。

V以下の施設を総称して「22(33)kV配電」という ）。
(1) 低圧又は高圧の配電線が併架された状態（将来，併架されることを含む ）。
で施設される22(33)kVの架空配電線路

(2) 22(33)kVの地中配電線路
(3) 前二号の配電線路に直接接続される機械器具及び第5章に規定する22(33)kV
配電塔

(4) 臨時的に施設される22(33)kVの配電線路
(注)次に該当する電気工作物は適用範囲外とする。

1. 発電所，変電所（第6章に規定する配電塔を除く ，開閉所若しくはこれ。）
らに準ずる場所内の電気工作物

2. 電気設備に関する技術基準を定める省令（以下 ）第2条〔電技〕という。
〔鉄道営業法 〔鉄道事業法〕又は〔軌道法〕が適用さによって除外される 〕

れる電気工作物

臨時電線路の施設第545節

架空電線路の臨時施設545-1
架空電線路を臨時電線路として施設する場合は，次によること。22(33)kV

施設期間は２ヶ月以内とする(1)
(2) 電線はケーブルを使用する

電線路の臨時施設545-2 地上
電線路を臨時電線路として施設する場合は，次によること。22(33)kV地上

施設期間は２ヶ月以内とする(1)
(2) 電線はケーブルを使用する
(3) 電線を施設する場所には，取扱者以外の者が容易に立ち入らないようにさ
く，へい等を設け，かつ，人が見やすいように適当な間隔で危険である旨の
表示をする

(4) 電線は重量物の圧力又は著しい機械的衝撃を受けるおそれがないように施
設する



ＪＥＳＣ Ｅ２００８「 」 解説35kV以下の特別高圧電線路の臨時施設

１．制定経緯
特別高圧電線路の臨時施設については 「電気設備の技術基準の解釈について （以下，， 」

「解釈」という ）第152条により災害復旧に用する場合に限りその施設が認められてい。
るが，工事用等の臨時電線路の施設は認められていない。
20kV級配電設備は６kV配電設備に代わる供給方式として施設が拡大され，市街地等へ

の施設も増加しており，建築工事に伴う支障移設工事等も発生している。これに伴う停
電交渉は容易に了承を得難い状況であることから，現在は解釈第103条【特別高圧架空ケ
ーブルの施設】の規定により一般の設備と同じ条件で施設しており，工事費用のコスト
アップ要因となっている。これらの状況から，35kV以下の特別高圧電線路において，既
に臨時施設が認められている高圧と同様な条件で，架空電線路の簡易施設及び地上電線
路の施設を認める規格を制定する。
なお，この規格は（社）日本電気協会の配電専門部会で編集している「22(33)kV 配電

規程JEAC7011-1994」(1999年一部改訂)の規定内容を引用して制定するものである。

２．制定根拠
35kV以下の特別高圧電線路について，既に臨時的な施設が認められている高圧電線路

と同様な条件で施設することができるかについて検討した結果，次のことが確認された。
(1) ケーブルの使用

35kV以下の特別高圧電線路においても，既に施設方法が整備されている高圧電
線路と同様にケーブルを使用することができ，高圧架空電線路及び高圧地上電線
路の臨時施設と同等の保安レベルを確保することができる。

(2) 作業上の保安レベル
35kV以下の特別高圧電線路工事の保安体制は，既に施設実績が多い高圧電線路

工事と同等の保安体制であることから，一般公衆が直接ケーブルに触れるおそれ
はない。

３．規格の説明
20kV級配電設備が普及拡大され，市街地等へ施設されることも多くなったことから，

道路工事及び建築工事による第三者支障移設工事等が発生し，その際に停電の確保が困
難であることから無停電工事のためにバイパス送電が必要となっている。
しかし従来から，特別高圧電線路の臨時施設は，災害復旧に用する地上電線路しか認

められていなかったため，バイパス送電は「特別高圧架空ケーブルの施設」の規定によ
り施設しているため，工事費用のコストアップ要因となっている。一方，高圧電線路の
場合は，臨時施設として「架空電線路の簡易施設」及び「地上電線路の施設」が認めら
れているため，特別高圧と比較してコストダウンが可能である。



これらの状況から，現在その臨時施設が認められている高圧電線路の施設形態と特別
高圧電線路の施設形態とを比較した結果，
①ケーブルを使用することで感電のおそれはない
②作業上の保安レベルは同等であることから一般公衆がケーブルに触れるおそれはな

い
ことから，35kV以下の特別高圧電線路の臨時施設において「架空電線路の簡易施設」及
び「災害復旧以外の地上電線路の施設」を認める規格を制定する。

以 上



日本電気技術規格委員会規格について

電気事業法に基づく技術基準は，公共の安全確保，電気の安定供給の観点から，電気工

作物の設計，工事及び維持に関して遵守すべき基準として，電気工作物の保安を支えてい

ます。そして近年では，急速な技術進歩に即応した技術基準の改正や民間規格の積極的な

活用により，電気工作物の保安確保はもちろん，それに係る業務及び設備の一層の効率化

が求められるようになってきました。 また，国境を越えた経済の発展により各国の規格

についても国際的な整合が求められることとなってきました。

こうした状況を踏まえ，電気事業法に基づく通商産業省令である，発電用水力設備，発

電用火力設備，発電用風力設備及び電気設備の技術基準が，平成９年３月に改正公布され

同年６月から施行されました。

この改正により，それまで遵守すべき技術的要件を詳細に規定していた技術基準が，保

安上達成すべき目標，性能のみを規定する基準となり，具体的な資機材，施工方法等の規

定は，同年５月に資源エネルギー庁が制定した「技術基準の解釈 （発電用水力設備，発」

電用火力設備及び電気設備の技術基準の解釈）に委ねられることとなりました。そして，

「技術基準の解釈」は，電気事業法に基づく保安確保上の行政処分を行う場合の判断基準

の具体的内容を示す「審査基準」として，技術基準に定められた技術的要件を満たすべき

技術的内容の一例を具体的に示すものと位置付けられています。

これにより，公正，中立かつ透明性を有した民間の委員会で制定された規格であれば，

この「技術基準の解釈」への引用が可能（原子力を除く ）となり，技術基準に民間の技。

術的知識，経験等を迅速に反映する道が開かれることとなりました。

このようなことから，公正な民間の規格を制定する委員会として 「日本電気技術規格，

委員会」が平成９年６月に設立されました。この委員会は，民間が自主的に運営する委員

会として，学識経験者，消費者団体，関連団体等及び幹事で構成され，下部の委員会とし

て，関連団体で構成される事務局会議及び財務委員会，また，技術的事項を審議するため

の各専門部会が設けられています。

この日本電気技術規格委員会の主な目的は，

・電気事業法の各種技術基準における「技術基準の解釈」に引用を希望する民間規格の

制定

・電気事業法の目的達成のため，民間自らが作成，使用する民間規格の制定，承認

・制定，承認した民間規格に統一番号を付与し，一般へ公開

・行政庁に対し，承認した民間規格の「技術基準の解釈」への引用要請

・技術基準のあり方について，民間の要望を行政庁へ提案

・規格に関する国際協力

などの業務を通じて，電気工作物の保安，公衆の安全及び電気関連事業の一層の効率化に

資することとなっています。

本規格は 「電気設備の技術基準の解釈について」に引用されることにより，同解釈と，

一体となって必要な技術的要件を明示した規格となっております。この規格の意義を十分

にご理解いただき，電気工作物の保安確保等に活用されることを希望いたします。
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